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令和６年度生駒市水道事業報告書 

 
11.. 概概    況況  

 
（１）総括事項 

水道事業では、市民のみなさまの日常生活に欠かすことのできない清浄な水を安定して供給

するため、原水の確保、老朽施設の更新及び施設の耐震化を進めるとともに、市民サービスの

向上に努めています。 
令和６年度は、継続して老朽水道管の更新を進めるとともに、衛星画像を用いた AI 解析に

よる漏水調査を実施し、漏水の早期発見、早期修繕を行いました。 
また、県域水道一体化に向けて、関係構成団体間で着実に検討協議を進め、令和６年１１月

１日に奈良県広域水道企業団が設立されました。 
生駒市水道事業は、令和７年４月１日に奈良県広域水道企業団へ事業を承継します。 

  
ア 業務概要 

   令和６年度末給水人口は１１６，２０７人で、年間総配水量は、前年度に比べて  
６，３９０㎥増加し、１１，８２３，５８４㎥となりました。また、年間有収水量は１１，４

８３，６９４㎥で、有収率は９７．１％となりました。 
 
イ 建設改良工事 
  令和６年度は、滝寺配水場電気設備等改良工事に向けた基本設計業務に着手したほか、配水

池の流量計等を更新しました。 

また、老朽水道管の布設替をはじめ下水道工事に伴う水道管の移設等により、８．２㎞の管

路を更新するなど水道施設の改良に取り組み、目標値を達成しました。 

 
ウ 経営状況 

   令和６年度については、給水戸数の増加等により営業収益が前年度に比べて増加して約２２

億７，８６１万円となりましたが、動力費の増加等により営業費用が増加して約２５億６，４

６２万円となったことにより、営業損失が約３，５７６万円増加し、約２億８，６０２万円と

なりました。これに対し、営業外収益が前年度に比べて減少して約３億４，５８６万円となり、

営業外費用約１，４１４万円を差し引いた経常利益は、前年度に比べて約４，７９６万円減少

し、約４，５７０万円となりました。 
この経常利益に、特別利益約５９７万円と特別損失約１３９万円を計上した結果、当年度純

利益は約５，０２８万円となりました。 
今後は、奈良県広域水道企業団として、より一層、効率的な業務運営とサービスの向上を図

り、清浄で低廉な水道水の安定供給と災害に強い水道施設の構築に努めます。 
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（２）経営指標に関する事項 
令和６年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は前年度比１．

９３ポイント減となりましたが、健全経営の水準とされる１００％を上回っています。また、

料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度比１．９４ポイント減となりましたが、事業に

必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる１００％を上回っています。 
償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比０．３１ポイント

増の５５．２４％と施設の老朽化が進んでいるのに対して、法定耐用年数を経過した管路延長

の割合を示す管路経年化率は前年度比０．１８ポイント減の３９．１０％、当該年度に更新し

た管路延長の割合を示す管路更新率は前年度比０．１ポイント増の１．２０％となりました。

今後も、計画的な施設更新を行ってまいります。 
 

＜経営指標の推移＞ 
  R2 R3 R4 R5 R6 

経常収支比率 105.42% 106.14% 104.29% 103.70% 101.77% 

料金回収率 101.10% 105.74% 97.62% 102.66% 100.72% 

有形固定資産減価償却率 55.36% 55.82% 54.71% 54.93% 55.24% 

管路経年化率 33.39% 36.41% 38.08% 39.28% 39.10% 

管路更新率 1.05% 1.31% 0.82% 1.10% 1.20% 
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（３）議会議決等事項 

議 案 等 番 号 議 決 等 年 月 日 事              項 

報 告 第 ７ 号 令和６年 ６月 ５日 令和５年度生駒市水道事業会計予算繰越計算書 

請 願 第 １ 号 令和６年 ６月２５日 県域水道一体化の市民説明会開催に関する請願書 

報告第１４号 令和６年 ９月 ２日 
令和５年度決算に基づく生駒市資金不足比率の報告に

ついて 

議案第６６号 令和６年 ９月３０日 奈良県広域水道企業団の設立に関する協議について 

議案第６７号 令和６年 ９月３０日 奈良広域水質検査センター組合規約の変更について 

議案第６８号 令和６年 ９月３０日 奈良広域水質検査センター組合の解散について 

議案第６９号 令和６年 ９月３０日 
奈良広域水質検査センター組合の解散に伴う財産処 
分について 

議案第７６号 令和６年 ９月３０日 
令和５年度生駒市水道事業会計剰余金の処分及び決算

の認定について 

議案第８８号 令和６年１２月 ５日 
奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係

条例の整理に関する条例の制定について 

議案第９１号 令和６年１２月 ５日 
奈良県広域水道企業団設立準備協議会の廃止に関する

協議について 

議案第９８号 令和６年１２月２０日 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例及び生駒市 
一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条 
例の一部を改正する条例の制定について 

 

（４）行政官庁届出事項 

届出年月日 届出番号 届出先 件名 受理年月日 受理番号 

令和７年３月３日 
生水 

第５０４号 
国土交通大臣 

水道事業全部

廃止許可申請 

令和７年 

３月１１日 

国水水第

４５３号 

 

（５）職員に関する事項 
 職員数                               （単位：人） 
 事務職員 技術職員 合 計 

令和７年３月３１日 

現在職員数 
１６ 

（３） 

１３ 
（１） 

２９ 

（４） 
＊（ ）内は暫定再任用短時間勤務職員数を外書きしています。 

 

（６）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項 

    該当事項はありません。 
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２２．．建建設設改改良良費費のの概概要要

  （１） 新設改良費

科目 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 契 約 日

令和　年　月　日

下水道有里町208-1号線工事及び水道管移設工事 25,386,900 5.9.21

本町他地内配水管布設替工事 6,385,500 5.11.27

真弓浄水場他1施設濁度計更新工事 14,630,000 5.12.19

真弓3丁目地内配水管布設替工事 30,435,400 5.12.21

下水道青山台140-13号線工事及び水道管移設工事 16,383,700 5.12.21

小瀬町地内配水管布設替工事（6工区） 44,680,900 5.12.27

東生駒3丁目地内配水管布設替工事（6工区） 27,228,800 6.1.16

あすか野南2丁目地内配水管布設替工事（2工区） 39,961,900 6.1.18

鹿ノ台西地内配水管布設替工事（2工区） 44,859,100 6.3.29

あすか野南2丁目地内配水管布設替工事（3工区） 43,747,000 6.4.11

小瀬町地内配水管布設替工事（軌道横断部） 59,422,000 6.5.21

真弓4丁目他地内配水管布設替工事（5工区） 49,507,700 6.5.23

下水道新旭ケ丘219号線工事及び水道管移設工事 13,443,100 6.6.18

東生駒3丁目地内配水管布設替工事に伴う舗装本復旧工事（4工区）及び人孔
鉄蓋入替工事 22,333,300 6.6.21

真弓2丁目地内配水管布設替工事（1工区） 38,252,500 6.7.9

東生駒2丁目地内配水管布設替工事（1工区） 30,233,500 6.7.22

小瀬町地内配水管布設替工事（1工区） 29,939,800 6.8.7

あすか野南2丁目地内配水管布設替工事に伴う舗装本復旧工事及び人孔鉄蓋
入替工事

30,444,700 6.8.26

真弓4丁目地内配水管布設替工事に伴う舗装本復旧工事（2工区）及び人孔鉄
蓋入替工事 16,926,800 6.8.30

下水道俵口町305-3号線工事及び水道管移設工事（前払金） 10,360,000 6.9.6

下水道青山台140-6号線工事及び水道管移設工事（前払金） 6,850,000 6.9.11

高山北田原線水路改修工事に伴う配水管移設工事 17,727,600 6.9.12

緑ケ丘地内配水管布設替工事 42,073,900 6.10.1

高山北田原線水路改修工事 3,643,200 6.10.17

金額（円）

（消費税及び地方消費税込み）

工
事
請
負
費
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科目 件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 契 約 日金額（円）

令和　年　月　日

あすか野南3丁目地内配水管布設替工事（3工区） 48,977,500 6.10.21

下水道青山台140-20号線工事及び水道管移設工事（前払金） 9,040,000 6.10.25

各取水井計装設備改良工事 15,627,700 6.10.28

門前配水場他流量計更新工事 13,750,000 6.10.30

東生駒配水池他水位計更新工事 5,115,000 6.10.31

東生駒4丁目地内配水管布設替工事 50,517,500 6.11.18

あすか野南3丁目地内配水管布設替工事（4工区） 47,174,600 6.11.19

真弓2丁目地内配水管布設替工事（2工区） 30,336,900 6.11.22

小　　　　　　　計 885,396,500

滝寺配水場電気設備等改良工事基本設計業務 6,736,400 6.8.28

東生駒3丁目地内舗装本復旧工事に伴う基準点復元測量業務 148,500 6.9.5

新神田橋配水管添架工事に伴う設計業務 2,728,000 6.12.6

小　　　　　　　計 9,612,900

そ
の
他

新設改良に伴う事務諸費 82,336,625

小　　　　　　　計 82,336,625

　　　　　　　　　　 新　設　改　良　費　合　計 977,346,025

委
託
料

工
事
請
負
費
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  （２）固定資産購入費

科目 契 約 日

令和　年　月　日

公用車購入（ミニバン） 1台 2,760,000 6.6.18

　　　　　　　　　　 2,760,000

金属探知機 1台 195,800 6.6.14

真弓浄水場2階サーバー室エアコン入替 1台 152,900 6.8.19

積算システム用サーバ関連機器購入 1台 2,044,460 6.11.6

カラープリンター購入 2台 266,200 7.1.30

　　　　　　　　　　 2,659,360

φ１３mm単箱乾式デジタルメーター（バーター） 299個 449,860 6.5.20

φ２０mm複箱乾式デジタルメーター（修理方式） 3,907個 3,628,780 6.5.20

φ２５mm複箱乾式デジタルメーター（バーター） 72個 177,600 6.5.20

φ４０mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 22個 189,470 6.5.20

φ５０mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 16個 489,900 6.5.20

電子式φ５０mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 2個 83,600 6.5.20

φ７５mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 3個 117,900 6.5.20

電子式φ７５mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 4個 207,200 6.5.20

電子式φ１００mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 2個 135,600 6.5.20

φ２０mm複箱乾式デジタルメーター（新品） 600個 2,040,000 6.5.27

電子式φ４０mm竪型ウォルトマンデジタルメーター（バーター） 1個 23,000 6.10.1

　　　　　　　　　　 7,542,910

11台 7,249,000 6.6.10ほか

サンプリングポンプ 2台 116,160 6.7.18

1台 99,000 6.12.10

1台 341,000 7.3.6

　　　　　　　　　　 7,805,160

原

水

及

び

浄

水

設

備

深井戸用揚水管購入 24本 715,000 6.12.9

　　　　　　　　　　 715,000

そ

の

他
取水流量計購入 4台 2,970,000 7.2.28

　　　　　　　　　　 2,970,000

24,452,430

1,001,798,455

車

両

運

搬

具

小　　　　　　　計

建　　設　　改　　良　　費　     　総　　　合　　　計

固　　定　　資　　産　 　購　　入　　費　 　合　　計

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

水
道
メ
ー

タ
ー

ポ
ン
プ
設
備

小　　　　　　　計

器
具
備
品

小　　　　　　　計

（消費税及び地方消費税込み）

金額（円）

第2系統吸揚槽サンプリングポンプ

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

深井戸用水中モーターポンプ

浅井戸用非自動ポンプ60Ｈｚ
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３３．．業業　　　　務務

（１）業務量に関する事項

増　　減 増減率(%)

人 116,207 116,819 △ 612 △ 0.52

人 116,207 116,819 △ 612 △ 0.52

人 118,000 118,000 0 0.00

％ 100.0 100.0 0 -

戸 51,940 51,655 285 0.55

㎥ 11,823,584 11,817,194 6,390 0.05

㎥ 7,976,019 7,971,027 4,992 0.06

㎥ 11,483,694 11,476,869 6,825 0.06

％ 97.1 97.1 0.0 -

㎥ 36,063 35,377 686 1.94

㎥ 32,393 32,287 106 0.33

ℓ 310 303 7 2.31

ℓ 279 276 3 1.09

年 間 有 収 水 量

  （１㎥あたり）

給給  水水  原原  価価 ＝

  （１㎥あたり）

有 収 率

一 日 最 大 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

一人一日最大配水量

一人一日平均配水量

有　　収　　水　　量

　１９５円１６銭（前年度１９４円３１銭）

事業費－受託工事費－小水力発電費－特別損失－長期前受金戻入

供供  給給  単単  価価 ＝

＊前年度と比べて事業費が増加したため、給水原価が上昇しています。

１９３円７６銭（前年度１８９円２７銭）

比　　　　　較

計 画 給 水 人 口

単位 令和６年度 令和５年度

総 人 口 Ａ

年度末給水人口 Ｂ

事 　　項

年 度 末 給 水 戸 数

給　　水　　収　　益
有　　収　　水　　量

年 間 総 配 水 量

県 営 水 道 受 水 量

普 及 率 Ｂ / Ａ
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（２）事業収益・事業費に関する事項

　　　本年度中における事業収益及び事業費は次のとおりです。

　ア　事業収益

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

1 営 業 収 益 2,278,606,785 86.6 2,265,490,676 86.4 0.6

(1)給水収益 2,241,200,895 85.2 2,230,115,018 85.0 0.5

(2)受託工事収益 13,727,853 0.5 12,525,369 0.5 9.6

(3)その他営業収益 23,678,037 0.9 22,850,289 0.9 3.6

2 営 業 外 収 益 345,858,630 13.1 357,875,110 13.6 △ 3.4

3 特 別 利 益 5,967,363 0.2 143,855 0.0 4,048.2

2,630,432,778 100.0 2,623,509,641 100.0 0.3

　イ　事業費

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

1 人 件 費 207,202,945 8.0 210,809,152 8.3 △ 1.7

2 動 力 費 199,267,877 7.7 176,753,480 6.9 12.7

3 修 繕 費 129,411,240 5.0 112,088,581 4.4 15.5

4 材 料 費 4,777,359 0.2 3,784,549 0.1 26.2

5 工 事 請 負 費 707,225 0.0 597,307 0.0 18.4

6 路 面 復 旧 費 17,669,661 0.7 20,043,707 0.8 △ 11.8

7 減 価 償 却 費 694,243,104 26.9 689,811,416 27.0 0.6

8 資 産 減 耗 費 21,985,908 0.9 9,271,415 0.4 137.1

9 受 水 費 980,987,085 38.0 980,440,023 38.4 0.1

10 委 託 料 260,146,363 10.1 266,489,734 10.4 △ 2.4

11 負 担 金 11,601,286 0.4 12,393,870 0.5 △ 6.4

12 そ の 他 52,154,264 2.0 68,636,728 2.7 △ 24.0

2,580,154,317 100.0 2,551,119,962 100.0 1.1

* 表中の比率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比率において合計と内訳の計が
一致しない場合があります。

金　　　　額 構成比率

合 計

令和５年度　　（Ｂ）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

合 計

区 分

令和６年度　　（Ａ）

令和６年度　　（Ａ）

令和５年度　　（Ｂ）

（消費税及び地方消費税抜き）

区 分

（消費税及び地方消費税抜き）

金　　　　額 構成比率
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（３）給水原価構成

千円 　円 千円 　円 千円 　円

人 件 費 207,203 18.04 209,960 18.29 △ 2,757 △ 0.25

動 力 費 199,268 17.35 176,753 15.40 22,515 1.95

修 繕 費 114,916 10.01 105,570 9.20 9,346 0.81

材 料 費 3,254 0.28 2,424 0.21 830 0.07

路 面 復 旧 費 17,670 1.54 20,044 1.75 △ 2,374 △ 0.21

減 価 償 却 費 688,770 59.98 684,338 59.63 4,432 0.35

資 産 減 耗 費 21,986 1.91 9,271 0.81 12,715 1.10

受 水 費 980,987 85.42 980,440 85.43 547 △ 0.01

委 託 料 260,026 22.64 260,390 22.69 △ 364 △ 0.05

負 担 金 11,601 1.01 12,394 1.08 △ 793 △ 0.07

そ の 他 50,735 4.43 46,594 4.05 4,141 0.38

長期前受金戻入
控 除 前 合 計 2,556,416 222.61 2,508,178 218.54 48,238 4.07

長 期 前 受 金
戻 入

△ 331,367 － △ 335,930 － 4,563 －

合 計 2,225,049 193.76 2,172,248 189.27 52,801 4.49

（消費税及び地方消費税抜き）

区　　分

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較

金　　額
有収水量
１㎥あたり

金　　額
有収水量
１㎥あたり

金　　額
有収水量
１㎥あたり

＊ 事業費から受託工事費、小水力発電費、特別損失及び長期前受金戻入を除いています。
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４４．．会会    計計  

  
（１）重要契約の要旨 

  本年度の重要契約は次のとおりです。（１件２，０００万円以上の工事請負契約） 

 

契 約 日 
 契約金額（円）   

（消費税及び地方消費税込み） 
契  約  内  容 契 約 先 

令和  年   月  日 

6. 4.11 
43,747,000 

あすか野南 2 丁目地内配水管布設

替工事（3 工区） 
㈱植木工業 

6. 5.21 59,422,000 
小瀬町地内配水管布設替工事（軌

道横断部） 
仲野水道設備㈱ 

6. 5.23 49,507,700 
真弓 4 丁目地内配水管布設替工事

（5 工区） 
㈱橋本組 

6. 6.21 22,333,300 

東生駒 3 丁目地内配水管布設替工

事に伴う舗装本復旧工事（4 工区）

及び人孔鉄蓋入替工事 

西和工事㈱ 

6. 7. 9 38,252,500 
真弓 2 丁目地内配水管布設替工事

（1 工区） 
上野建材㈱ 

6. 7.22 30,233,500 
東生駒 2 丁目地内配水管布設替工

事（1 工区） 
㈱植木工業 

6. 7.25 20,091,500 
下水道壱分町 328 号線工事及び水

道管移設工事 
京和建設㈱ 

6. 8. 7 29,939,800 
小瀬町地内配水管布設替工事（1工

区） 
㈱井上善土建 

6. 8.26 30,444,700 

あすか野南 2 丁目地内配水管布設

替工事に伴う舗装本復旧工事及び

人孔鉄蓋入替工事 

近畿ニチレキ工事㈱ 

奈良営業所 

6. 9. 6 25,909,400 
下水道俵口町 305-3 号線工事及び

水道管移設工事 
髙木建設㈱ 

6.10. 1 42,073,900 緑ケ丘地内配水管布設替工事 上野建材㈱ 
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契 約 日 
契約金額（円）   

（消費税及び地方消費税込み） 
契  約  内  容 契 約 先 

6.10.21 48,977,500 
あすか野南 3 丁目地内配水管布設

替工事（3 工区） 
池谷設備工業㈱ 

6.10.25 22,606,100 
下水道青山台 140-20 号線工事及

び水道管移設工事 
上野建材㈱ 

6.11.18 50,517,500 
東生駒 4丁目地内配水管布設替工

事 

㈱学研都市設備 

生駒支店 

6.11.19 47,174,600 
あすか野南 3 丁目地内配水管布設

替工事（4 工区） 
京和建設㈱ 

6.11.22 30,336,900 
真弓 2 丁目地内配水管布設替工事

（2 工区） 
㈱植木工業 

7. 1.15 43,175,000 
東生駒 2 丁目地内配水管布設替工

事（2 工区） 
上野建材㈱ 

7. 1.23 36,265,900 
あすか野南３丁目地内配水管布設

替工事（5 工区） 

㈱学研都市設備 

生駒支店 

7. 2.27 31,401,700 鹿ノ台西地内舗装本復旧工事 
近畿ニチレキ工事㈱ 

奈良営業所 

7. 3.26 23,104,400 
真弓２丁目地内配水管布設替工事

（3 工区） 
友和工業㈱ 

  

  

（２）企業債及び一時借入金の概況 

ア 企 業 債 

    本年度末における企業債の残高はありません。 

 
 

イ 一時借入金 

    本年度中における一時借入金はありません。 
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ⅡⅡ  決決 算算 書書 類類  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
  



 

決決 算算 書書 類類 のの 見見 方方  

 

 

 企業会計は本来決算主義によるものですが、公営企業会計については、官公庁会計と同様に予

算制度をも併せて採用しており、そのため、予算と決算の双方を重視するという立場から、決算

書類としては予算と比較した決算報告書のほか、損益計算書、貸借対照表などの財務諸表を中心

書類として作成されています。また、消費税及び地方消費税については、税込み処理、税抜き処

理おのおのの方法により計数を取扱いながら、消費税及び地方消費税の納税計算とも関連して

決算書類を作成することとなるので、その取扱いは以下のように表示することとなります。 

 

 １．決算報告書（消費税及び地方消費税込み） 

    予算と対比してその執行状況を明らかにする必要があるため、予算額が消費税及び地方

消費税込みであるので「決算額」についても消費税及び地方消費税込みで表示しました。た

だし、損益計算書、貸借対照表とも対比できるように、備考欄に消費税及び地方消費税の金

額を記載しています。 

  

 ２．損益計算書（消費税及び地方消費税抜き） 

   企業の実質的な経営成績を明らかにするものであるため、消費税及び地方消費税抜きの

金額で表示しています。 

  

 ３．剰余金計算書・剰余金処分計算書（消費税及び地方消費税抜き） 

   貸借対照表に記載されている資本金及び剰余金の変化及び処分について記載するもので

あるため、貸借対照表と同様に消費税及び地方消費税抜きの金額で表示しています。 

  

 ４．貸借対照表（消費税及び地方消費税抜き） 

   年度末における財政状態を明らかにするものであるため、消費税及び地方消費税抜きの

金額で表示しています。 
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（（１１））  収収益益的的収収入入及及びび支支出出

収収　　　　入入

予 算

円 円 円

第１款 事業収益

第１項 営業収益

第２項 営業外収益

第３項 特別利益

支支　　　　出出

予 算

円 円 円 円 円

第１款 事業費

第１項 営業費用

第２項 営業外費用

第３項 特別損失

第４項 予 備 費

0 0 

0 0 

0 

0 

規定による

業法第２４

条第３項の

2,853,767,000 0 0 0 

支出額　　

0 

0 

2,833,353,000 

2,498,482,000 

334,771,000 

100,000 

0 

１１．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市

区　　　分
当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企

区　　　分
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第２４条第３項の

規定による支出額に係る財源充当額

0 

0 

47,561,000 

3,223,000 

20,000,000 0 

0 

0 

2,782,983,000 

0 

0 

0 0 0 

0 

0 

0 0 0 

0 
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額

円 円 円 円

額

円 円 円 円 円 円 円

0 862,000 

 地方公営企

228,086,723 

2,782,983,000 

47,561,000 14,956,221 32,604,779 0 

消費税及び地方消費税)

164,182,515 

 業法第２６

38,316,101 

100,000 5,996,697 5,896,697 

2,505,429,458 

360,242,946 

137,867 

0 20,000,000 0 0 20,000,000  

1,699,704 1,523,296 0 3,223,000 0 

 条第２項の

 規定による

 繰越額

0 

0 

0 

不 用 額
合　　計

水水道道事事業業決決算算報報告告書書

55,176,842 2,727,806,158 163,182,648 

109,481,325 

0 

備　　　考

(決算額のうち、仮払

2,853,767,000 2,744,285,675 

決 算 額

6,947,458 

25,471,946 

2,833,353,000 

合　　　計

業法第２６

地方公営企

規定による

条第２項の

2,853,767,000 

繰越額　　

2,782,983,000 

29,334 

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

226,822,673 

1,234,716 334,771,000 

2,871,669,101 

備　　　　　　　　　考

（決算額のうち、仮受消費税及び地方消費税）

小　　計

2,498,482,000 

20,000,000 

3,223,000 

47,561,000 
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（（２２））  資資本本的的収収入入及及びび支支出出

収収　　　　入入

予 算

円 円 円 円 円

第１款 資本的収入

第１項 納　付　金

第２項 負　担　金

第３項 分　担　金

支支　　　　出出

予 算

円 円 円 円 円 円 円

第１款 資本的支出

第１項 建設改良費

第２項 還　付　金

第３項 予　備　費

増減額

69,476,000 0 69,476,000 0 0 

10,000,000 0 10,000,000 0 0 

54,510,000 0 54,510,000 20,092,000 0 

1,000,000

1,033,737,000

1,044,737,000

0

0

0

0

1,000,000

10,000,000

849,926,755

0

355,392,000

0

0

0

0 0

当初予算額 補正予算額 小　　　計

地方公営企業法

第２６条の規定

による繰越額に

係る財源充当額

継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

0

0

00

0

355,392,000

0

10,000,000

継続費逓
当初予算額

の規定によ

る繰越額　

20,092,000 0 

区　　　分

133,986,000 0 133,986,000 

流　用
小　　計

地方公営企

業法第26条

次繰越額

区　　　分 予備費

支出額予算額

過年度分損益勘定留保資金 767,812,179 円で補てんした。

補　正

1,044,737,000

1,033,737,000 0

0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、過年度分消費税及び地方消費税還付金
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額

円 円 円 円

額

円 円 円 円 円 円 円

398,330,5450

0

0 84,984,867

84,984,867387,330,545

69,476,000 

10,000,000 13,001,000 3,001,000  

74,602,000 41,476,700 △33,125,300  

00

10,000,000

1,000,0000 0

00

0

0

0

0

0

1,000,000

10,000,000

62,980,460 円及び

1,400,129,000

1,389,129,000 1,001,798,455

1,001,798,455

合　　　　　計

154,078,000 

決　算　額

151,871,700 8,854,000 △2,206,300 

97,394,000 27,918,000 8,854,000 

備　　考

(決算額のうち、仮払消

費税及び地方消費税)

不 用 額
合　　計

繰越額　　

備　　　　　　　考

合　　計

地方公営企業

翌 年 度 繰 越 額

(決算額のうち、仮受消費税

及び地方消費税)

決　　算　　額 予算額に比べ決算額の増減

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

規定による繰

法第２６条の 継続費逓次

越額　　　　

19,134,116
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（単位：円）

１.

(1) 2,241,200,895

(2) 13,727,853

(3) 23,678,037 2,278,606,785

２.

(1) 1,402,323,961

(2) 227,827,762

(3) 8,259,425

(4) 215,456,764

(5) 688,769,690

(6) 21,985,908 2,564,623,510

286,016,725

３.

(1) 1,886,833

(2) 331,366,654

(3) 936,615

(4) 11,668,528 345,858,630

４.

(1) 14,093,414

(2) 51,964 14,145,378 331,713,252

45,696,527

５.

(1) 1,030,945

(2) 4,936,418 5,967,363

６.

(1) 1,378,776

(2) 6,653 1,385,429 4,581,934

50,278,461

779,776,884

830,055,345

減 価 償 却 費

２２．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市水水道道事事業業損損益益計計算算書書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

給 水 収 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益

雑 収 益

小 水 力 売 電 収 益

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

受 託 工 事 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

過年度損益修正損

その他の営業収益

総 係 費

そ の 他 特 別 利 益

過年度損益修正益

営 業 外 費 用

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

小 水 力 発 電 費

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

固 定 資 産 譲 渡 損

特 別 損 失

特 別 利 益

雑 支 出
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（単位：円）

当年度末残高 10,991,500,219 3,557,527,585 830,055,345 

議会の議決による処分額 0 0 0 

資本金への組入れ 0 0 0 

繰越利益剰余金

10,991,500,219 3,557,527,585 830,055,345 
処分後残高

３３．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市水水道道事事業業剰剰余余金金処処分分計計算算書書

資本剰余金 未処分利益剰余金資本金

-19-｜ 19 ｜



給水分担金
新設改良施設
工事納付金

配水施設工事
納付金

拡張施設工事
納付金

寄附金

前年度末残高 10,991,500,219 698,246,923 38,614,649 464,837,157 88,816,356 1,304,516,433

前年度処分額 0 △4,129,640 0 △5,958,569 △713,427 △3,505,973

議会の議決による処分額 0 △4,129,640 0 △5,958,569 △713,427 △3,505,973

一般会計納付金の納付 0 0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0 0

資本金への組入れ 0 0 0 0 0 0

非償却資産の売却・譲渡 0 △4,129,640 0 △5,958,569 △713,427 △3,505,973

10,991,500,219 694,117,283 38,614,649 458,878,588 88,102,929 1,301,010,460

当年度変動額 0 0 0 0 0 0

除却損への補填 0 0 0 0 0 0

一般会計出資金の収入 0 0 0 0 0 0

受贈財産の受入 0 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0

10,991,500,219 694,117,283 38,614,649 458,878,588 88,102,929 1,301,010,460

４４．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市
（令和６年４月１日から

処分後残高

当年度末残高

剰

資　　　　　　本
資本金
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（単位：円）

受贈財産
評価額

負担金 補助金 保険金
資本剰余金

合計
減債

積立金
未処分利益

剰余金
利益剰余金

合計

857,742,673 49,708,147 71,521,348 388,257 3,574,391,943 0 762,912,526 762,912,526 15,328,804,688

△2,480,152 0 △76,597 0 △16,864,358 0 16,864,358 16,864,358 0

△2,480,152 0 △76,597 0 △16,864,358 0 16,864,358 16,864,358 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

△2,480,152 0 △76,597 0 △16,864,358 0 16,864,358 16,864,358 0

繰越利益剰余金

855,262,521 49,708,147 71,444,751 388,257 3,557,527,585 0 779,776,884 779,776,884 15,328,804,688

0 0 0 0 0 0 50,278,461 50,278,461 50,278,461

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 50,278,461 50,278,461 50,278,461

当年度未処分利益剰余金

855,262,521 49,708,147 71,444,751 388,257 3,557,527,585 0 830,055,345 830,055,345 15,379,083,149

資本合計
剰　　　　　　余　　　　　　金 利　益　剰　余　金

水水道道事事業業剰剰余余金金計計算算書書
令和７年３月３１日まで）

余　　　　　　金
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（単位：円）　

１.

イ 2,171,624,709

ロ 1,563,742,304

△707,617,467 856,124,837

ハ 29,360,802,263

△16,000,716,489 13,360,085,774

ニ 5,783,941,966

△3,510,999,158 2,272,942,808

ホ 60,744,888

△44,579,203 16,165,685

ヘ 125,682,579

△115,603,032 10,079,547

ト 46,378,999

18,733,402,359

18,733,402,359

２.

3,110,250,505

330,071,156

△5,225,053 324,846,103

8,905,180

3,444,001,788

22,177,404,147

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

構 築 物

資 産 合 計

(1)

(2)

(3)

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

現 金 預 金

貯 蔵 品

５５．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市水水道道事事業業貸貸借借対対照照表表

(1)

建 設 仮 勘 定

建 物

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

未 収 金

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

土 地
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３．

251,456,323

20,395,800

88,448,889

360,301,012

４．

19,805,364,590

長期前受金収益化累計額 △13,367,344,604

6,438,019,986

6,798,320,998

５． 10,991,500,219

６．

イ 694,117,283

ロ 新設改良施設工事納付金 38,614,649

ハ 458,878,588

ニ 88,102,929

ホ 1,301,010,460

ヘ 855,262,521

ト 49,708,147

チ 71,444,751

リ 388,257

3,557,527,585

イ 当年度未処分利益剰余金 830,055,345

830,055,345

4,387,582,930

15,379,083,149

22,177,404,147

繰 延 収 益 合 計

(2) 引 当 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 担 金

補 助 金

受贈財産評価額

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

給 水 分 担 金

寄 附 金

剰 余 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

(1)

資 本 金

拡張施設工事納付金

配水施設工事納付金

保 険 金

(2)

(1) 資 本 剰 余 金

預 り 金

負　　債　　の　　部

(3)

未 払 金
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６６．．注注    記記  

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  ・貯蔵品 先入先出法による原価法 

 ２ 有形固定資産の減価償却の方法 

  ・減価償却の方法  定額法による 

  ・主な耐用年数 

   建  物    １０～５０年   構 築 物   １０～６０年 

   機械及び装置   ６～２２年   車両運搬具   ４～ ７年 

   工具器具及び備品 ２～２０年 

 ３ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

「生駒市職員退職給与基金の設置、管理及び処分に関する条例」に基づく退職給与基金

積立負担金を除き、追加的負担が生じないため、計上していません。 

（２） 賞与引当金 

翌年度６月の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支給に備えるため、当年度の負担に

属する額を計上しています。 

（３） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を性質ごとに分類し、貸倒実績率等によ

り回収不能見込額を計上しています。 

 

Ⅱ．貸借対照表関連 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

    令和６年度において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金 

19,435,579 円を取り崩しました。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

    令和６年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金 460,351 円を

取り崩しました。 
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Ⅲ．減損損失 

 １ グルーピングの方法 

   水道事業において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで全ての資産

が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの資産グループと

しています。ただし、現在使用していない土地は、独立したキャッシュ・フローを生み出す

資産グループとして個別に取り扱います。 

２ 減損の兆候について 

   減損の兆候は生じていません。  

 

Ⅳ．その他の注記 

１ 仕入控除税額の計算方法 

平成２３年６月の消費税法の一部改正において、仕入税額控除制度の適用要件が見直された

ため、個別対応方式により仕入控除税額を計算し、仕入控除できなかった額を雑支出として

計上しました。 

２ 特定収入の使途 

消費税不課税収入のうち新設改良工事納付金等の特定収入（消費税法第６０条第４項に規定

する資産の譲渡等の対価以外の収入）62,793,807 円は、管路の新設改良費等の課税支出の財

源に充てました。 

３ 重要な後発事項 

生駒市水道事業は、令和７年４月１日に奈良県広域水道企業団へ事業を承継します。 
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ⅢⅢ  決決 算算 附附 属属 書書 類類  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
  



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 50,278,461

減価償却費 694,243,104

固定資産除却費 21,985,908

固定資産譲渡損 6,653

賞与引当金の増減額（△は減少） 960,221

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,299,869

長期前受金戻入額 △331,366,654

受取利息及び配当金 △1,886,833

未収金の増減額（△は増加） △2,861,078

未払金の増減額（△は減少） 35,435,582

その他流動負債の増減額（△は減少） △4,270,250

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,201,070

小計 461,623,913

利息及び配当金の受取額 1,886,833

業務活動によるキャッシュ・フロー 463,510,746

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △916,813,588

短期貸付金による支出 △200,000,000

短期貸付金の回収による収入 200,000,000

分担金等による収入 143,017,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △773,795,888

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

資金増減額 △310,285,142

資金期首残高 3,420,535,647

資金期末残高 3,110,250,505

１１．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市水水道道事事業業キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（１）収益的収入 （消費税及び地方消費税抜き）

備　考

事 業 収 益 2,630,432,778

営 業 収 益 2,278,606,785

給 水 収 益 2,241,200,895

給 水 収 益 2,241,200,895

受 託 工 事
収 益

13,727,853

受 託 工 事 収 益 13,727,853

そ の 他
営 業 収 益

23,678,037

工 事 検 査 手 数 料 2,161,000

下 水 道 使 用 料
収 納 等 受 託 料

19,534,920

指定給水装置工事
業 者 指 定 手 数 料

620,000

他 会 計 負 担 金 201,600

他 団 体 負 担 金 1,160,517

営業外収益 345,858,630

受 取 利 息 1,886,833

預 金 利 息 1,872,795

貸 付 金 利 息 14,038

長期前受金
戻 入

331,366,654

長 期 前 受 金 戻 入 331,366,654

雑 収 益 936,615

そ の 他 雑 収 益 936,615

小水力発電
収 益

11,668,528

売 電 収 益 11,668,528

特 別 利 益 5,967,363

過年度損益
修 正 益

1,030,945

過年度損益修正益 1,030,945

そ の 他
特 別 利 益

4,936,418

そ の 他 特 別 利 益 4,936,418

２２．．令令和和６６年年度度生生駒駒市市水水道道事事業業会会計計収収益益費費用用明明細細書書

款 項 目 節 金　額(円)
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（２）収益的支出 （消費税及び地方消費税抜き）

備　考

事 業 費 2,580,154,317

営 業 費 用 2,564,623,510

原 水 及 び
浄 水 費

1,402,323,961

給 料 13,637,680
予算額
18,114,000円

職 員 手 当 等 6,799,815
予算額
9,664,000円

賞与引当金繰入額 1,321,500
予算額
2,643,000円

法 定 福 利 費 4,996,584
予算額
5,382,000円

旅 費 15,549

被 服 費 16,700

備 消 耗 品 費 2,901,277

通 信 運 搬 費 5,918,411

委 託 料 165,428,963

手 数 料 4,247,382

賃 借 料 2,182,522

修 繕 費 35,638,460

動 力 費 172,990,589

受 水 費 980,987,085

薬 品 費 2,490,444

負 担 金 2,751,000

配 水 及 び
給 水 費

227,827,762

給 料 42,461,964
予算額
46,374,000円

職 員 手 当 等 22,502,980
予算額
22,656,000円

賞与引当金繰入額 5,802,300
予算額
6,447,000円

法 定 福 利 費 13,158,093
予算額
13,810,000円

旅 費 23,948

被 服 費 216,680

備 消 耗 品 費 1,723,618

光 熱 水 費 486,119

款 項 目 節 金　額(円)

-29-

｜ 29 ｜



備　考

委 託 料 16,149,000

賃 借 料 3,200,292

修 繕 費 74,814,550

動 力 費 26,277,288

材 料 費 3,254,359

研 修 費 53,910

負 担 金 33,000

路 面 復 旧 費 17,669,661

受託工事費 8,259,425

備 消 耗 品 費 34,000

修 繕 費 5,995,200

材 料 費 1,523,000

工 事 請 負 費 707,225

総 係 費 215,456,764

給 料 48,025,362
予算額
52,787,000円

職 員 手 当 等 25,558,619
予算額
27,327,000円

賞与引当金繰入額 7,160,000
予算額
8,592,000円

法 定 福 利 費 15,778,048
予算額
16,778,000円

旅 費 44,912

被 服 費 41,420

備 消 耗 品 費 1,420,414

燃 料 費 1,467,575

光 熱 水 費 77,675

印 刷 製 本 費 2,712,627

通 信 運 搬 費 8,754,113

委 託 料 78,448,400

手 数 料 6,424,620

賃 借 料 1,462,584

款 項 目 節 金　額(円)
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備　考

修 繕 費 4,463,030

研 修 費 16,182

負 担 金 2,113,025

保 険 料 2,727,377

公 課 費 296,300

退 職 給 与 基 金
積 立 負 担 金

6,704,261

貸倒引当金繰入額 1,760,220

減価償却費 688,769,690

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

688,769,690

資産減耗費 21,985,908

固 定 資 産 除 却 費 21,985,908

営業外費用 14,145,378

小 水 力
発 電 費

14,093,414

委 託 料 120,000

修 繕 費 8,500,000

減 価 償 却 費 5,473,414

雑 支 出 51,964

そ の 他 雑 支 出 51,964

特 別 損 失 1,385,429

過年度損益
修 正 損

1,378,776

過年度損益修正損 1,378,776

固 定 資 産
譲 渡 損

6,653

固 定 資 産 譲 渡 損 6,653

款 項 目 節 金　額(円)
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（１）有形固定資産明細書

土 地 2,171,624,709 

建 物 1,563,742,304 

構 築 物 29,360,802,263 

機 械 及 び 装 置 5,783,941,966 

車 両 運 搬 具 60,744,888 

工具器具及び備品 125,682,579 

建 設 仮 勘 定 46,378,999 

合 計 39,112,917,708 

（２）無形固定資産明細書

320,000 合 計 320,000 0 

ソ フ ト ウ ェ ア 320,000 0 320,000 

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

1,103,060,656 

固固　　　　定定　　

6,334,443 

54,639,142 

資 産 の 種 類
年度当初の
現　在　高

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

18,423,870 

2,171,631,362 0 6,653 

1,563,742,304 0 

38,206,124,987 2,103,751,285 1,196,958,564 

5,735,857,918 66,507,918 

0 

67,530,160 1,081,909,495 

137,758,779 2,417,600 14,493,800 

64,562,348 2,516,983 

28,465,042,116 950,399,289 
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（単位：円）

当年度増加額

0 2,171,624,709 

26,479,835 856,124,837 

531,651,106 13,360,085,774 

128,619,867 2,272,942,808 

5,540,360 16,165,685 

1,951,936 10,079,547 

0 46,378,999 

694,243,104 18,733,402,359 

（単位：円）

0 0

0 0

当年度減価償却高 年度末現在高

115,603,032 

0 

20,379,515,349 

0 

備　　　　　　　考

　　資資　　　　産産　　　　明明　　　　細細　　　　書書

6,017,721 

40,297,282 

707,617,467 

16,000,716,489 

3,510,999,158 

備　　考

44,579,203 

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

累　　計

16,965,534 

当年度減少額

0 0 

年　度　末
償却未済高

0 

72,225,347 

8,944,810 
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ⅣⅣ  公公営営企企業業のの経経営営のの健健全全化化  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  



  
  
  
  
  
  
  



   

 

１１．．資資  金金  不不  足足  比比  率率  

 

  
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第 2 項に基づく資金不足比率は、以下の 

とおりとなりました。 
 

水道事業会計 －－ ％ 

  
 資金不足比率とは事業の規模に対する資金不足額の比率のことで、政令で定める公営企業の経営

健全化基準は 20.0％となっています。生駒市水道事業では資金不足額が生じなかったので、資

金不足比率は「－％」と表示しています。 
 

資金不足比率 ＝ 
資金不足額 
事業の規模 

 

 
 資金不足額（注②） 事業の規模（注③） 

水道事業会計（注①）   －－  千円  2,272,333 千円 
 

＊注① 水道事業は、地方公営企業法適用事業です。 
＊注② 資金不足額 ＝（流動負債の額－控除企業債等－控除未払金等－PFI 建設事業費等） 

＋ 算入地方債の現在高－（流動資産の額－控除財源） 
＊注③ 事業の規模 ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額（他会計負担金除く）  
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｜ 38 ｜
古紙配合率100％再生紙を使用しています
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